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いしずえ通信第71 号(2023.10.5)別添  

 
故田村昌仁博士を偲ぶ 
（その４「高さ16m」） 

 
                （一社）基礎構造研究会代表理事 杉村義広 

 

 小規模建築物について筆者が気づかなかった点がもう一つある。2008 年版小規模建築物基

礎設計指針では、①地上3階以下、②延べ面積500m2以下、③高さ13m以下、④軒高9m以

下〔いわゆる4号建築物〕と定義しているが、代表的な例として戸建て住宅をイメージしているも

のである。しかし、今回の基礎PDでは2022年6月公布（2025年施行）の建築基準法改正に

よって高さ16mに変更されたことを踏まえ、③と④の条件を見直すことが示されている〔権田

将也：小規模建築物基礎設計における設計クライテリア、2023年度日本建築学会大会（近畿）構造部門（基礎構造）

パネルディスカッション資料、合理的な小規模建築物基礎の設計とは-小規模建築物基礎設計指針の改定に向けて-、

pp.7-11〕。 

 筆者は迂闊にもこうした法改正があったことを知らなかったが、インターネットで4号建物

について調べてみると、以下のような文章がみられる。 

 「民間審査機関もなく、建築行政職員の体制が限られ､建築確認や完了検査が十分に実施でき

なかった当時、建築行政の効率化を目的として導入されました。建売住宅において､約1800棟

の住宅で構造強度不足が明らかになる事案が発生したことを踏まえ、4 号特例の廃止が決定し

ました。2022/7/24」 

 「当初は2009年12月を期限としていた四号特例廃止が、建築業界の経済低迷などを理由に、

無期限延期とされました。日本弁護士連合会が、四号特例に該当する建物の安全性を確保する

目的で、「四号建築物に対する法規制の是正を求める意見書」を国土交通省に提出しました。

2022/08/08」 

 これらの文章を読むと下線を引いた部分にみられるような建築行政の効率化、建売住宅の強

度不足、建築業界の経済低迷などの理由であり、4号特例は廃止となること、新2号建築物〔木

造2階建て、木造平屋建て延べ面積200m2超〕、新３号建築物〔木造平屋建て延べ面積200m2以下〕として建

築確認・検査が必要に変わることは理解できた〔2025年4月施行〕。しかし、高さが13mから16m

に変わる理由については何故かの答えにはなっていない。そこで「高さ13mから16mに変わ

った理由は？」の質問に変えてさらにインターネットで調べてみると、「消防力を加味した設計

法を新設し､建築物全体の総合的な防火性能を評価できるようにする」とか、「木材利用を促進、

耐火木造が16m 超、4 階以上に」のように、木造の防火関連の理由が出て来る。したがって、

構造的な理由からではない改正と考えられる〔この国の行政機関は十分な説明なしに変えるのが習性にな

っているように思われる〕。 

 基礎構造の観点から見てみると、高さが13mから16mに変更されることは、かなり重大な



 

 2

問題を含んでいる。高さが16mであれば、5階あるいは6階でさえ事務所建築とかマンション

なども可能になるので、中規模建築とも呼べる建物群が含まれることが予想されるからである。 

 そのことを考えれば、従来は小規模建築と言えば、その象徴として戸建て住宅を思い浮かべ

ればよかったが、今後はそれに加えてそうした中規模建築も考えなければならない状況がすぐ

にでもやって来ると想像される。そうすると、地盤調査や建物設計もそれなりに対応を考えな

ければならず、少なくとも２つのグループ、すなわち「戸建て住宅」と「5、6階の事務所やマ

ンション」に代表される２つの建物群に別けて考えることが必要になる。これら２つのグルー

プは地盤調査の方法が、前者では費用もそれほど掛けられないという事情があるので SWS 試

験くらいはやっておこうとなるし〔これについては従来通りでよいが〕、後者では一般の建物のように

SPTのほかに一通りの試験を行った方がよいということになる。そうなれば、小規模建築物基

礎設計指針という１冊の書物では対応できなくなるとの心配が思い浮かぶ。今後は、そのこと

にも対応する必要が出て来ると考えておくべきであろう。 

  

 


